【実務経験証明書】（工事経験。一般用・自家用電気工作物の工事経験の場合の例）【記入上の注意事項】
実   務   経   験   証   明   書

	 ふ り が な
	   やまだ    たろう
	生年

月日
	 
  昭和・平成 　４６年  ８月 ３１日

	 氏        名
	  山 田  太 郎
	
	

	 現   住   所
	〒 １６６－００００                  ＴＥＬ ０３－３３３３－１２３４

  東京都杉並区○○町１－２－３

	 現在の勤務先
	名  称
	  有限会社東京電気電気工事

	
	所在地
	  〒 １５０－００００      ＴＥＬ ０３－５５５５－１１１１

  東京都渋谷区○○町４－５－６

	実   務   経   験   の   期   間   及   び   内   容

	所属部署及び役職名
	期        間
	職   務   の   内   容

	
（有）東京電気工事



	平成 15年 4月 1日

平成20年8月31日



	（ 第2種電気工事士免状 平成13年11月10日取得）

  （ 認定電気工事従事者認定証 平成14年6月25日取得）

    左記の期間、一般用電気工作物を対象に作業に従事し、また契約電力500kW以上の自家用電気工作物は、電気主任技術者の指導監督のもと、契約電力500 kW未満の需要設備の低圧屋内配線工事等については、認定電気工事従事者認定証を取得後に作業に従事したものである。
· 受変電設備の設置工事及び改修工事

· 照明器具、コンセント用の低圧屋内配線工事

· 給排水設備・空調設備・昇降設備の動力盤、
制御盤の設置工事及び動力ケーブル、制御ケーブル
の布設接続工事

· 工場内製造プラントの負荷設備動力盤、制御盤の
設置工事及び動力ケーブル、制御ケーブルの布設
接続工事。

 
Ａビル    契約電力400kW(平成〇〇年〇月〇日～平成〇〇年〇月〇日)
 Ｂホテル  契約電力800kW(平成〇〇年〇月〇日～平成〇〇年〇月)
 Ｃ工場    契約電力750kW(平成〇〇年〇月〇日～平成〇〇年〇月)
※国内の工事に限ります。　　　　　　　（工事件数５０件）
 
一般用電気工作物については第2種電気工事士免状を取得後
に作業に従事したものである。

· 分電盤設置工事及び分電盤内ブレーカ等取付配線工事

· 照明器具、コンセント用の低圧屋内配線工事

· 屋側配線工事、屋外配線工事及び接地工事

（工事件数３００件）

	通   算   期   間
	５年 ５月
	

	   上記のとおり、実務経験を有することを証明します。

  平成２０年９月２０日


  法人名                         有限会社東京電気工事 
（法人以外の場合にあっては事業所名）

代表者の役職と氏名                     代表取締役  鈴木 一郎
（法人以外の場合にあっては任命権者等の氏名）

電気工事業者登録・届出番号等    （東京都届出第２４１１１１号）


現在の勤務先を記入してください。（下記の証明期間が別会社の場合には下欄とは異なることになります）





証明する実務経験が、申請者自身の資格（免状、認定証、電験（電気主任技術者）等）を必要とする場合には、記入してください。（原本を確認のうえコピーを添付）





～





自家用電気工作物の場合は、具体的な現場名と契約電力数（最大電力数）を３箇所記入するとともに、工事件数及び施工期間を記入してください（※施工期間合計が短い場合は追加記入をお願いする場合があります）





右欄の電気工事に従事した期間及び通算期間を記入してください。（単に会社に所属した「会社所属期間」ではありません）





工事経験フローチャートの表１のどの電気工作物の工事経験に属するかが明確になるように記入してください。











電気工事士の実務経験と認められる具体的な作業（工事）内容を記入ください。











実務経験と認められる具体的な作業（工事）内容及び件数を記入ください。








  代表


取締役印





・実務経験の証明者は、上記の実務経験を積んだ業者の代表者（代表取締役等）となります。（それ以外の証明者の場合は委任状が必要です。）法人名及び法人代表者の肩書き及び氏名を記入し、登録をしている代表者印(丸印)を押印ください（社判(角印)ではありません）。証明日も記入ください。


・実務を2社以上で経験された方は、それぞれの会社の実務経験証明書が必要になります。





実務経験が、自家用電気工作物（自社設備及びビルメンテナンス契約に基づく場合を除く）で５００ｋｗ未満の場合、及び一般用電気工作物の場合は、電気工事業者の登録番号を記入してください。(建設業の番号(般‐〇〇〇〇〇)ではありません)


他県や国の番号の場合には、「東京都」とある部分を適宜書き替えてください。








